
 

 

令和７年度第２回白井市市民参加推進会議 
 

 

日 時：令和７年 ８月２７日（水） 

午後１時３０分～午後４時 

場 所：白井市役所東庁舎３階    

会議室３０３ 

 

 

次   第 

 

 

１ 開 会 

 

２ 議 題 

（１）令和７年度市民参加の実施状況に対する総合的評価（資料１－１、２） 

【１：３０～２：１０】 

事業番号② しろいこどもプラン（第３期白井市子ども・子育て支援事業計 

画）策定事業（子育て支援課） 

事業番号③ 白井市地域防災計画修正事業（危機管理課） 

  

（２）総合的評価における担当課ヒアリング（資料２－１、２） 

【２：１５～３：１５】 

事業番号② しろいこどもプラン（第３期白井市子ども・子育て支援事業 

計画）策定事業（子育て支援課） 

事業番号③ 白井市地域防災計画修正事業（危機管理課） 

 

 （３）市民参加条例の見直しについて（資料３－１、２） 

【３：１５～３：５０】 

 

３ その他【３：５０～４：００】 

 

４ 閉 会 
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市民参加推進会議  

ヒアリング対象事業 質問及び回答 

 
事業番号② しろいこどもプラン（第３期白井市子ども・子育て支援事業計画）策定事業 

（子育て支援課） 

                                  

質問事項 回答 

【審議会に関する質問】 

①審議会構成メンバーの公益団体の選

出基準を教えていただきたい。 

（●●委員） 

「保健医療関係者」「児童福祉関係者」「教育機関の職員」

「地域子ども・子育て支援事業に従事する者」から子育

てに関する各分野の専門性を幅広く取り込めるように

団体を選出しました。 

②４回の会議で公募委員が３名全員そ

ろったのは１回であるとともに、全体に

出席率が低いように感じるが、何か理由

があるのですか？ 

（●●委員） 

公募委員それぞれのご事情により欠席がありました。 

③公益団体の代表者の選考基準を教え

てください。 

（●●委員） 

こどもプランの策定や推進、重要事項の審議を行うにあ

たり、各団体から適任者を推薦いただいています。 

④委員の構成基準を教えてください。 

（●●委員） 
「保健医療関係者」「児童福祉関係者」「教育機関の職員」

「地域子ども・子育て支援事業に従事する者」「市民（公

募）」から構成しました。 

【アンケートに関する質問】 

⑤アンケートの設計については誰がど

のように行なったのでしょうか。 

（●●委員） 

アンケートは、庁内の関係各課及び、子ども・子育て会

議にて案の内容を審議いただき作成しました。 
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⑥アンケート調査の発送時と回答の郵

便とWEBの内訳を教えてください。 

（●●委員） 

 配布数 有効回答数 うちWeb 

就学前児童

の保護者 

1,515 908 312 

小5・中2の

保護者 

1,243 624 279 

小5 614 586  

中2 629 560  

（票） 

【意見交換会に関する質問】 

⑦意見交換会について、他の課とどのよ

うな連携がありましたか。 

（●●委員） 

ワークショップは、第6次総合計画担当課の企画政策課、

都市マスタープラン担当課の都市計画課と、教育総務

課、生涯学習課と共同で企画・実施しました。 

⑧「しろいの未来作戦会議」の告知方法、

当日の様子等について、参考までに教え

てください。 

（●●委員） 

広報しろい、市のホームページ、LINEやXなどのSNSで

広く募集しました。また、各小中学校を通じてチラシの

配布依頼や生徒会宛ての参加依頼の通知、白井高校への

チラシ・ポスターの掲示依頼、住民意識調査で協力の同

意が得られた人への個別通知等を行いました。 

ワークショップでは、白井市のこれからについて「こう

あってほしい」「こうするべき」「自分たちでもこうした

い」という意見が多く発表されました。 

【その他の質問】 

⑩周知の方法などにHPをメインにして

活用しているが、HPに対する認識はそ

れほど高いのか。 

（●●委員） 

周知の方法は、参加者募集や会議録の公表など、それぞ

れにより、ホームページに加え、個別通知、広報紙、情

報公開コーナー、SNS等、その内容に適した方法で実施

しています。 
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市民参加推進会議  

ヒアリング対象事業 質問及び回答 

 
事業番号③ 白井市地域防災計画修正事業（危機管理課） 

                                  

質問事項 回答 

【審議会に関する質問】 

①審議会は、まだ１回で１時間足らずのよ

うですが、終了が令和７年２月となってい

ます、これからの開催計画もマイルストー

ンに表記してください。 

（●●委員） 

白井市防災会議については、災害対策基本法第16条の規定により市

町村に置くこととされている組織で、同法第42条の規定により、市町

村防災会議は、国の防災基本計画に基づき、市町村地域防災計画を作

成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認め

るときは、これを修正しなければならないこととされています。 

 また、市町村地域防災計画は国の防災基本計画及び県の千葉県防災

計画に抵触するものであってはならないとされています。 

 今回、令和6年能登半島地震の教訓を踏まえ、国の防災基本計画が

修正され、県の地域防災計画についても、令和6年12月13日～27日

の期間でパブリック・コメントが実施されたことから、市も同時期に

国・県計画との整合を図る検討を行い、令和6年12月5日～25日の

期間でパブリック・コメントを実施し、事前の意見照会を経て2 月6

日に防災会議を開催し、修正内容の決定の上、県知事へ報告を行った

ものです。 

 今後についても、毎年検討を行い必要に応じて防災会議を開催した

いと考えています。 

②第１回会議の出席者数が委員30名に対

して25名と参加率だけを見ると高出席率

にように感じますが、構成委員の内訳を見

るとほぼ 100％の出席率であるべきと考

えますが、どのようにお考えなのかお知ら

せください。 

（●●委員） 

防災会議の委員については、白井市防災会議条例第3条第5項第1

号～第9号で、指定地方行政機関の職員2人以内（1号委員）、自衛隊

の自衛官から2人以内（2号委員）、千葉県知事の部内の職員5人以内

（3号委員）、千葉県警察の警察官１人以内（4号委員）、副市長及び教

育長（5号委員）、消防長及び消防団長（6号委員）、電気・ガス・通信・

鉄道事業者などの指定公共機関又は指定地方公共機関6 人以内（7 号

委員）、自主防災組織・学識経験者8 人以内（8 号委員）、その他市長

が特に必要と認めた者2人以内（9号委員）と定め、計30名で構成し

ています。 

 各機関の所属長等を委員に選任しており、代理出席は認めていない

ことから、業務等の都合により全員出席とはなりませんでしたが、出

欠の有無に関わらず、全ての委員に対して議事に対する事前の意見照

会を行っております。 

 今後についても、なるべく多くの委員が出席できるよう案内、日程

調整等に努めてまいります。 
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③委員構成の選出方法及び構成メンバー

の経歴が知りたい。 

（●●委員） 

委員構成及び選出方法につきましては、上記②の機関等に対して第

1 号から第 6 号までの委員は委嘱日から当該職の残任期間まで、第 7

号から第9号までの委員は3年間の任期ということで、各防災関係行

政機関等へ依頼を行い選出しています。 

委員の氏名、所属機関名、役職、委嘱日等については、市ホームペ

ージに掲載し、公開していますが、各委員の学歴や職歴などの経歴ま

では公開しておりませんので御了承ください。 

【パブリックコメントに関する質問】 

④事前周知は多くの手段にて実施されま

したが、パブコメの意見が0件であった原

因と、今後の対策についてご意見を聞かせ

てください。 

（●●委員） 

パブリック・コメントの意見を集める取組みとしては、提出期間を

3週間と長く設定し、広報しろい12月号、市ホームページ、白井市議

会への行政運営報告等を行った上で、総合防災訓練のポスター掲示と

併せて市役所情報公開コーナー、図書館、各センター等へ設置いたし

ました。 

また、主な修正内容として、①職員の配備基準等の修正、②国・県

計画との整合、③その他の修正を１枚の資料にまとめて概要を作成し

ました。 

パブリック・コメントでの意見はありませんでしたが、通常業務の中

で防災講話や危機管理課への地域防災にかかる問い合わせなどの際

に、今回の地域防災計画の修正内容をお知らせしてまいりました。 

⑤当該事業の開始が令和６年１２月５日

でパブリックコメントの募集開始日と同

日ですが、この事業のマイルストーンを教

えてください。 

（●●委員） 

今回提出させていただいた令和 6 年度市民参加実施状況調査票の

「期間」の欄については、市民参加の実施状況として、市民参加条例

に基づく市民参加の手法であるパブリック・コメントの開始時と、審

議会である防災会議での決定日を終了日として記載しています。 

地域防災計画の修正の業務については、令和6年度4月から7月ま

でにかけて危機管理課内で審議（第1回～第10回）を行い、8月に各

課への内容照会、9 月に県計画修正案が示されたことによる内容の検

討、10月に素案を作成の上、地域防災計画等庁内推進委員会の開催、

12 月にパブリック・コメント実施、2 月に防災会議、3 月に県知事へ

の報告というスケジュールで実施しました。 

今後についても、国・県等の動向を踏まえ、必要に応じて防災会議

を開催したいと考えています。 

【その他の質問】 

⑥防災について市民が自分ごと化する機

会はあるのでしょうか。（今回の計画修正

以外） 

（●●委員） 

市では、防災意識の向上を目指して、防災のスペシャリストとして

危機管理監による防災講話や防災士会による防災アドバイザー派遣制

度を実施しているほか、毎年9月1日の「防災の日」にあわせて広報

しろいで防災特集の記事を掲載しています。 

また、昨年度は市では、はじめての大規模な総合防災訓練を白井総

合公園で行い、雨天ではありましたが、38関係機関、約800名の参加

がありました。昨年度の反省点を踏まえ、改善を行い本年度も2 月1

日（日）に総合防災訓練を実施する予定です。 
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また、地域で自主的に実施されている防災訓練や学校での防災教育

についても市民全体の防災意識に大変寄与するものであるため、連携・

サポートしていきたいと考えています。 

⑦「市民参加の方法」を２つだけでなく

もっと取り入れられなかったか。 

（●●委員） 

市民参加条例に基づく市民参加の手法については、①審議会等の開

催、②パブリック・コメントの実施、③アンケート調査の実施、④意

見交換会の開催、⑤ワークショップの開催、⑥住民投票の実施、⑦そ

の他の方法があり、今回の地域防災計画の修正に当たり、どのような

市民参加の手法が適切か検討を行いました。 

今回の修正については、市の配備基準や体制の修正や国・県計画と

の整合が主な修正内容となり、いつ発生するかわからない大規模災害

に向けて、市民の生命、身体及び財産を守るため、迅速に対応する必

要がある中、審議会及びパブリック・コメントの２つの方法で市民参

加を実施したことは適当であったと考えています。 

今後、千葉県の防災アセスメント調査などにより、本市の想定地震

や被害想定などの変更を伴う大幅な見直しを行う際には、さらに意見

交換会などの手法も取り入れることを検討してまいります。 
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